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研究要旨 

本研究班は厚生労働省新型コロナウイルス対策本部において示された「新型コロナウイル

ス感染症対策の基本方針（令和２年２月２５日）」に基づいて設置された感染症の専門家で

構成されるクラスター対策班専門家チームを引き継いで立ち上げられたものである。本研

究では、新型コロナウイルス感染症の発生から国内流行、パンデミックという一連の経緯

の中で、クラスター情報の収集と分析、自治体公表データの収集体制の整備、データ分析

手法の開発を行い、感染対策に資するエビデンスを創出する体制を構築した。具体的には、

いわゆる「３密」の概念の基礎となるデータ収集と分析を行う過程で、クラスターマッピ

ングの手法と解釈のロジックを確立した。これは厚生労働省および全国自治体が行う対策

において活用された。またクラスター対策班として全国自治体に派遣されたＦＥＴＰの支

援を通して得られた知見を活用してクラスターが発生しやすい状況（飲食店、娯楽、医療

機関等）に関する具体的な解説とその予防について情報還元を行った。こうした情報はメ

ディア等を通して拡散され、広く市民の行動変容に貢献したと考えられる。また感染症数

理モデルの手法を用いて、ハイリスク人口に集中した早期の流行対策によって人口全体の

２次感染を減少傾向に転じさせることができることを示した。そして新型コロナウイルス

感染者等情報把握・管理システム（ＨＥＲ-ＳＹＳ）および自治体公表データ収集システム

のデータを用いて流行状況を分析し、厚生労働省アドバイザリーボードの公開資料および

国立感染症研究所の報告書として情報還元を行った。本研究班により感染症危機管理対応

において、情報収集分析部門への資源の大量投入の意義が実証された一方、データガバナ

ンスの構造的問題の解決とコミュニケーションへのより一層の資源投入が、今後の感染症

危機におけるより迅速でより実効的な対策に不可欠である。 
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A. 研究目的 

２０２０年１月から国内流行が始まっ

た新型コロナウイルス感染症については、

当初、水際での対策が講じられてきたが、

国内の複数地域で感染経路が明らかでは

ない患者が散発的に発生し、一部地域で小

規模患者クラスター（集団）が発生した。

これを契機とし、厚生労働省新型コロナウ

イルス対策本部において、「新型コロナウ

イルス感染症対策の基本方針（令和２年２

月２５日）」が示された。この基本方針で、

クラスター対策を行うことが重要とされ、

クラスターが発生した自治体と連携して、

クラスター発生の早期探知、専門家チーム

の派遣、データの収集分析と対応策の検討

などを行うため、感染症の専門家で構成さ

れるクラスター対策班専門家チームが設

置された。本研究班はこれを引き継いで、

同感染症に関するより効率的な科学的知

見の収集及びより効果的な政策実施にあ

たっての科学的根拠の整理並びに感染症

拡大防止に係る情報発信を行う体制構築

に資することを目的として立ち上げられ

た。 

 

B. 研究方法 

研究体制としては主に厚生労働省新型コ

ロナウイルス感染症対策アドバイザリーボ

ード（以下、アドバイザリーボード）およ

び厚生労働省クラスター対策班（後に疫学

データ班）の専門家チームとして、全国自

治体が公表する同感染症関連の情報収集、

新型コロナウイルス感染者等情報把握・管

理システム（ＨＥＲ-ＳＹＳ）で収集された

データの分析を行った。これらの分析に際

しては感染症疫学的手法を用いた分析、感

染症数理モデルを用いた分析を行った。ま

たクラスターの定性的、定量的な分析のた

めのクラスターマッピングの手法を確立し、

これを活用した。さらに国内外の学術論文

の体系的レビューを行った。 

【倫理面への配慮】 

感染症法に基づいて収集されたデータ

については同法第十六条に基づいて個人

情報の保護に配慮して情報公開を行った。 

 

C. 研究結果 

厚生労働省疫学データ班と連携し、ＨＥ

Ｒ-ＳＹＳおよび自治体公表データ収集シ

ステムの運用に関する技術的サポートを行

うとともに、これらのデータを用いて

COVID-19の流行状況を分析し、ほぼ毎週開

催された厚生労働省アドバイザリーボード

の公開資料および国立感染症研究所の報告

書として公衆衛生情報の還元を行った。 

クラスターの定性的、定量的な分析のた

めのクラスターマッピングの手法を確立し、

自治体公表データを用いてデータベースの

構築と可視化を行った。２０２０年３～４

月の新型コロナウイルス感染症の流行期初

期には輸入例や都道府県間の移動、飲食店

やイベント等における集団感染からの流行

拡大、後半に病院や福祉施設のクラスター

が増加した。緊急事態宣言解除後の６～８

月の流行期では、会食、飲酒、歌唱、集団

生活等に関連した集団発生事例が確認され

た。クラスターの発生は、流行時期により、
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異なる年齢層や活動の場で起こり、地域で

の新型コロナウイルス伝播の特徴や状況を

反映していることを明らかにした。また厚

生労働省クラスター対策班として全国自治

体に派遣されたＦＥＴＰの知見をまとめて

市民に情報提供と注意喚起を行った。クラ

スター発生場面の情報などを元に、職場、

高齢者施設など様々な場面における評価を

行い、啓発資料ならびに対策を検討するた

めの資料の作成を行った。 

クラスター対策として実施してきた理論

の背景として、本感染症が屋内で 2次感染

が起こりやすいという特徴を捉えるという

点で大きな意義を有する。本研究では、流

行サイズが分岐過程で記述されるような小

規模アウトブレイクのフェーズを過ぎてか

らも継続的に異質性を加味した流行対策の

デザインが可能であることを示した。特に、

数理的に子孫の分布を分断することを通じ

て離散化した次世代行列をコンピュートし、

そのことを通じてハイリスク人口に集中し

た早期の流行対策によって人口全体の２次

感染を減少傾向に転じさせることができる

ことを示した。但し、それは流行早期のみ

に有用である可能性も高く、今後その点を

加味した検討を積み重ねることが求められ

る。 

新型コロナウイルス感染症対策において

は、感染症危機管理対応において、情報収

集分析部門への資源の大量投入の意義が実

証された一方、データガバナンスの構造的

問題の解決とコミュニケーションへのより

一層の資源投入が、今後の感染症危機にお

けるより迅速でより実効的な対策に不可欠

であることを指摘した。 

D. 考察 

本研究では、新型コロナウイルス感染症

の発生から国内流行、パンデミックという

一連の経緯の中で、クラスター情報の収集

と分析、自治体公表データの収集体制の整

備、データ分析手法の開発を行い、感染対

策に資するエビデンスを創出する体制を構

築した。具体的には、いわゆる３密の概念

の基礎となるデータ収集と分析を行う過程

で、クラスターマッピングの手法と解釈の

ロジックを確立した。これは厚生労働省お

よび全国自治体が行う対策において活用さ

れた。またクラスター対策班として全国自

治体に派遣されたＦＥＴＰの支援を通して

得られた知見を活用してクラスターが発生

しやすい状況（飲食店、娯楽、医療機関等）

に関する具体的な解説とその予防について

情報還元を行った。こうした情報はメディ

ア等を通して拡散され、広く市民の行動変

容に貢献したと考えられる。感染症数理モ

デルの手法を用いて、ハイリスク人口に集

中した早期の流行対策によって人口全体の

２次感染を減少傾向に転じさせることがで

きることを示した。但し、それは流行早期

のみに有用である可能性も高く、今後はそ

の点を加味した検討を積み重ねることが求

められる。 

 

E. 結論 

本研究班では、クラスター分析を通して

全国自治体の対策支援を行い、またＨＥＲ-

ＳＹＳおよび自治体公表データ収集システ

ムのデータを用いて流行状況を分析し、厚

生労働省アドバイザリーボードの公開資料
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および国立感染症研究所の報告書として情

報還元を行った。感染症危機管理対応にお

いて、情報収集分析部門への資源の大量投

入の意義が実証された一方で、データガバ

ナンスの構造的問題の解決とコミュニケー

ションへのより一層の資源投入が、今後の

感染症危機におけるより迅速でより実効的

な対策に不可欠であると考えられた。 
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